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新    聞    発    表 

  平成14年12月５日 

  財   務   省 

 

 

法 人 企 業 統 計 調 査（平成１４年７～９月）に つ い て 

 

 「四半期別法人企業統計調査」は、我が国の金融・保険業を除く資本金 1,000万円以上の営利法人の仮決算計数をとりまとめたものである。 

 当調査結果から14年７～９月期の企業動向をみると、売上高については、製造業、非製造業ともに引き続き減収となった。経常利益については、製造業、

非製造業ともに増益に転じた。また、設備投資については、製造業、非製造業ともに減少となった。 

[参  考] 

  この調査は、金融・保険業を除く資本金1,000万円以上の営利法人を対象とした無作為抽出による標本調査（標本法人の調査結果に基づいて母集団法人の推計値を算出

したもの）である。 

資 本 金 区 分 1,000万円以上１億円未満 １億円以上10億円未満 10 億 円 以 上 合     計 

   母 集 団 法 人 数   (社) １，１７３，１０１ ２８，３６０ ５，７６８ １，２０７，２２９ 

標 本 法 人 数  (社) ８，３８０ ９，９５８ ５，７６８ ２４，１０６ 

回 答 法 人 数  (社) ５，７９９ ８，０６７ ５，３２５ １９，１９１ 

回 答 率  (％) ６９．２ ８１．０ ９２．３ ７９．６ 

連 絡 問 合 先 

財務総合政策研究所 

調査統計部調査統計課 

TEL  3581－4111 

（内線）2226 

    5325・5328 

直通 3592－8344 

財務省ホームページアドレス 

http://www.mof.go.jp/ 
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１．売上高と利益の動向（第１図、第２図） 

(1) 売上高（第１表） 

 売上高は304兆6,289億円で、前年同期（327兆1,867億円）を22兆

5,578億円下回り、対前年同期増加率（以下「増加率」という）は

△6.9％（前期△9.2％）となった。 

 業種別にみると、製造業では、輸送用機械、金属製品などが増収

となったものの、電気機械、化学など多くの業種で減収となったこ

とから、製造業全体では△2.1％（同△6.0％）の減収となった。一

方、非製造業では、不動産などが増収となったものの、サービス業、

卸・小売業など多くの業種で減収となったことから、非製造業全体

では△8.8％（同△10.5％）の減収となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金10億円以上の階層は

△2.3％（同△2.7％）、資本金１億円以上10億円未満の階層は0.4 

％（同△0.9％）、資本金1,000万円以上１億円未満の階層は△13.6％

（同△17.2％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

13 14

7～9 増加率 10～12 増加率 1～3 増加率 4～6 7～9

3,271,867 △ 2.6 3,293,652 △ 3.8 3,318,001 △ 7.4 2,889,137 △ 9.2 3,046,289 △ 6.9

946,891 △ 4.9 927,728 △ 9.1 938,824 △ 9.6 870,951 △ 6.0 926,767 △ 2.1

食 料 品 113,865 △ 2.2 126,784 4.4 103,332 0.6 113,681 2.9 115,541 1.5

出 版 ・ 印 刷 48,527 17.0 54,381 28.2 47,623 14.4 49,087 1.5 47,189 △ 2.8

化 学 89,620 0.1 90,700 △ 4.2 79,881 △ 6.1 86,370 △ 5.5 86,023 △ 4.0

金 属 製 品 37,488 △12.8 39,728 △ 9.9 44,667 △ 8.7 37,457 △ 7.1 41,178 9.8

一 般 機 械 63,887 △11.1 57,821 △19.4 69,629 △15.2 49,478 △20.9 61,309 △ 4.0

電 気 機 械 198,492 △10.9 171,666 △21.4 193,583 △18.0 163,961 △12.5 177,960 △10.3

輸 送 用 機 械 115,779 0.6 110,042 △ 5.5 127,972 △ 3.8 114,716 6.4 125,605 8.5

2,324,976 △ 1.6 2,365,924 △ 1.6 2,379,177 △ 6.4 2,018,186 △10.5 2,119,522 △ 8.8

建 設 業 287,929 1.8 299,818 0.2 389,196 △ 6.6 235,127 △12.0 263,528 △ 8.5

卸 ・ 小 売 業 1,265,895 △ 8.4 1,321,557 △ 6.1 1,240,184 △11.2 1,133,610 △13.4 1,178,113 △ 6.9

不 動 産 業 64,491 △18.1 57,502 △31.4 67,395 △19.8 70,276 12.8 75,868 17.6

運 輸 ・ 通 信 業 192,463 △ 1.2 183,066 △ 4.7 183,325 △ 5.2 176,546 △ 5.9 191,375 △ 0.6

電 気 業 44,063 △ 4.8 38,159 0.3 41,310 △ 1.1 35,897 △ 3.5 42,605 △ 3.3

サ ー ビ ス 業 450,773 25.9 444,913 23.2 436,424 13.0 346,518 △ 6.8 349,103 △22.6

1,317,393 △ 2.5 1,258,868 △ 5.4 1,367,717 △ 7.2 1,169,532 △ 2.7 1,287,605 △ 2.3

501,477 △10.1 489,921 △13.7 510,973 △12.0 484,331 △ 0.9 503,568 0.4

1,452,996 0.4 1,544,863 1.2 1,439,311 △ 5.7 1,235,274 △17.2 1,255,116 △13.6

（注）増加率は対前年同期増加率である。

13 14

△ 2.8 △ 1.3 △ 3.0 △ 2.3 △ 0.5

製 造 業 △ 3.2 △ 2.7 △ 1.0        0.8        0.7

非 製 造 業 △ 2.6 △ 0.7 △ 3.7 △ 3.6 △ 1.0

全 産 業

資 本 金 別

製 造 業

非 製 造 業

4～6 7～9

全 産 業

7～9 10～12 1～3
区　　　　分

第１表　　売　上　高　の　推　移

（参考）　季節調整済前期比増加率

増加率 増加率
区　　　　分

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000 万円～ 1 億円

(％)
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(2) 経常利益（第２表） 

 経常利益は7兆2,168億円で、前年同期（5兆9,867億円）を1兆2,301

億円上回り、増加率は20.5％（前期△16.8％）となった。 

 業種別にみると、製造業では、電気機械、輸送用機械、化学など

多くの業種で増益となったことから、製造業全体では48.8％（同

△12.6％）の増益となった。一方、非製造業では、サービス業など

で減益となったものの、運輸・通信業、卸・小売業など多くの業種

で増益となったことから、非製造業全体では7.5％（同△18.8％）の

増益となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金10億円以上の階層は

29.3％（同△3.9％）、資本金１億円以上10億円未満の階層は18.8％

（同△8.0％）、資本金1,000万円以上１億円未満の階層は3.0％（同

△31.5％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

13 14

7～9 増加率 10～12 増加率 1～3 増加率 4～6 7～9

69,904 △ 27.2 79,705 △ 31.1 100,464 △ 16.6 79,475 △ 11.7 78,063 11.7

製 造 業 21,193 △ 49.0 24,345 △ 51.7 28,890 △ 39.2 25,567 △ 11.6 29,503 39.2

非製造業 48,711 △ 10.5 55,360 △ 15.1 71,574 △ 2.0 53,908 △ 11.7 48,560 △ 0.3

（参考）　営　業　利　益　の　推　移

増加率

全 産 業

区　　　　分
増加率

(単位：億円、％)

13 14

7～9 増加率 10～12 増加率 1～3 増加率 4～6 7～9

59,867 △ 32.5 73,684 △ 31.4 93,881 △ 14.6 76,494 △ 16.8 72,168 20.5

18,893 △ 53.4 24,192 △ 50.6 27,793 △ 42.2 26,355 △ 12.6 28,110 48.8

食 料 品 2,937 △ 42.4 6,036 △ 0.5 2,862 △ 9.0 4,135 0.9 3,242 10.4

出 版 ・ 印 刷 36 △ 95.3 1,637 2.7 3,084 △ 5.1 557 △ 55.0 528 1362.8

化 学 5,494 △ 19.8 8,246 △ 10.4 4,762 △ 16.8 8,665 1.7 6,722 22.4

金 属 製 品 418 △ 69.1 1,262 △ 10.3 292 △ 81.8 1,047 21.1 1,026 145.4

一 般 機 械 1,306 △ 49.7 250 △ 91.7 3,222 △ 37.6 △ 555 △122.5 1,667 27.7

電 気 機 械 △ 1,299 △112.6 △ 3,089 △135.6 △ 704 △107.6 2,052 157.8 791 *

輸 送 用 機 械 4,333 17.6 3,597 △ 18.4 8,023 33.9 5,822 26.9 6,057 39.8

40,974 △ 15.0 49,492 △ 15.3 66,088 6.9 50,140 △ 18.8 44,058 7.5

建 設 業 200 △ 92.2 △ 466 △109.0 19,020 △ 5.9 △ 2,936 △357.8 620 210.1

卸 ・ 小 売 業 14,916 △ 8.6 21,132 △ 14.1 23,093 △ 9.5 16,880 △ 21.5 16,765 12.4

不 動 産 業 3,718 △ 31.3 3,853 △ 7.6 5,138 118.1 6,894 △ 13.3 4,398 18.3

運 輸 ・ 通 信 業 2,321 △ 25.7 6,356 △ 42.9 1,776 34.5 14,240 25.6 5,970 157.2

電 気 業 5,553 △ 20.9 2,069 7.0 △ 48 * 3,279 17.5 5,819 4.8

サ ー ビ ス 業 13,852 7.5 14,998 52.3 14,682 35.8 9,905 △ 35.4 9,865 △ 28.8

34,791 △ 32.5 35,395 △ 31.4 37,351 △ 20.0 39,926 △ 3.9 44,999 29.3

8,518 △ 27.8 8,196 △ 35.4 13,681 0.5 8,170 △ 8.0 10,123 18.8

16,558 △ 34.8 30,093 △ 30.3 42,850 △ 13.6 28,399 △ 31.5 17,047 3.0

（注）増加率は対前年同期増加率である。なお、＊印は前年同期計数がマイナスのため算出できなかったものである。

13 14

       7～9      10～12         1～3          4～6        7～9

△ 28.2 6.9 2.6

製 造 業 △ 33.3 3.7 9.5

非 製 造 業 △ 25.7 8.3 △ 0.4      △    0.30.9

15.4 14.2

区　　　　分
増加率

区　　　　分

全 産 業 5.5 4.8

非 製 造 業

第２表　　経　常　利　益　の　推　移

（参考）　季節調整済前期比増加率（経常利益）

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000万円～1億円

全 産 業

資 本 金 別

製 造 業

増加率

(％)
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(3) 利益率（第３表） 

 売上高経常利益率は2.4％（前年同期1.8％、前期2.6％）となった。 

 業種別にみると、製造業は3.0％（前年同期2.0％、前期3.0％）、

非製造業は2.1％（前年同期1.8％、前期2.5％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：％)

13 14
7～9 10～12 1～3 4～6 7～9

1.8  2.2  2.8  2.6  2.4  

2.0  2.6  3.0  3.0  3.0  

食 料 品 2.6  4.8  2.8  3.6  2.8  

出 版 ・ 印 刷 0.1  3.0  6.5  1.1  1.1  

化 学 6.1  9.1  6.0  10.0  7.8  

金 属 製 品 1.1  3.2  0.7  2.8  2.5  

一 般 機 械 2.0  0.4  4.6  △ 1.1  2.7  

電 気 機 械 △ 0.7  △ 1.8  △ 0.4  1.3  0.4  

輸 送 用 機 械 3.7  3.3  6.3  5.1  4.8  

1.8  2.1  2.8  2.5  2.1  

建 設 業 0.1  △ 0.2  4.9  △ 1.2  0.2  

卸 ・ 小 売 業 1.2  1.6  1.9  1.5  1.4  

不 動 産 業 5.8  6.7  7.6  9.8  5.8  

運 輸 ・ 通 信 業 1.2  3.5  1.0  8.1  3.1  

電 気 業 12.6  5.4  △ 0.1  9.1  13.7  

サ ー ビ ス 業 3.1  3.4  3.4  2.9  2.8  

2.6  2.8  2.7  3.4  3.5  

1.7  1.7  2.7  1.7  2.0  

1.1  1.9  3.0  2.3  1.4  1,000万円～1億円

全 産 業

資 本 金 別

製 造 業

非 製 造 業

第３表　　売 上 高 経 常 利 益 率 の 推 移

区　　　　分

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円
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２．投資の動向（第３図） 

(1) 設備投資（第４表） 

 設備投資額は9兆2,361億円で、増加率は△13.9％（前期△15.5％）

となった。 

 業種別にみると、製造業は、食料品、出版・印刷などが増加した

ものの、電気機械、一般機械などほとんどの業種で減少したことか

ら、製造業全体では△23.1％（同△23.7％）の減少となった。一方、

非製造業では、運輸・通信業、卸・小売業、建設業などほとんどの

業種で減少したことから、非製造業全体では△8.8％（同△10.9％）

の減少となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金10億円以上の階層は

△17.0％（同△10.1％）、資本金1億円以上10億円未満の階層は

△15.6％（同△19.2％）、資本金1,000万円以上1億円未満の階層は

△4.1％（同△25.7％）となった。 

 なお、ソフトウェア投資額は6,336億円となり、ソフトウェア投資

を含んだ設備投資額は9兆8,697億円で、増加率は△12.2％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

13 14

7～9 増加率 10～12 増加率 1～3 増加率 4～6 7～9

107,232
（112,433)

0.5 96,861
(101,233)

△14.5 110,553
(117,848)

△16.8 78,114
(83,121)

△15.5 92,361
(98,697)

△13.9
(△12.2)

38,043
(40,296)

△2.7 30,904
(32,271)

△11.5 33,453
(36,439)

△27.8 25,408
(26,820)

△23.7 29,267
(31,553)

△23.1
(△21.7)

食 料 品
3,329
(3,387)

9.1 3,282
(3,360)

11.0 2,749
(2,825)

△ 9.8 3,115
(3,183)

△ 1.8 3,567
(3,622)

7.1
(6.9)

出 版 ・ 印 刷
1,231
(1,432)

△18.7 1,468
(1,569)

32.3 1,433
(1,540)

△18.9 883
(935)

△ 6.0 1,360
(1,471)

10.5
(2.8)

化 学
4,486
(4,641)

3.5 4,048
(4,165)

10.0 4,365
(4,744)

△ 1.5 3,461
(3,616)

△ 5.0 3,820
(4,096)

△14.8
(△11.8)

金 属 製 品
1,464
(1,508)

△7.6 1,626
(1,684)

△23.8 1,701
(1,768)

△13.7 1,056
(1,087)

△22.8 786
(815)

△46.3
(△46.0)

一 般 機 械
2,176
(2,293)

△6.3 1,590
(1,640)

△11.4 1,550
(1,718)

△35.9 1,020
(1,115)

△42.0 1,451
(1,591)

△33.3
(△30.6)

電 気 機 械
8,912
(10,151)

△17.2 5,541
(6,164)

△41.7 6,629
(8,148)

△50.0 4,760
(5,364)

△48.2 5,902
(7,033)

△33.8
(△30.7)

輸 送 用 機 械
4,920
(5,055)

7.5 4,076
(4,147)

4.2 5,132
(5,364)

△29.6 4,094
(4,177)

14.4 4,410
(4,524)

△10.4
(△10.5)

69,188
(72,137)

2.4 65,957
(68,961)

△15.8 77,100
(81,409)

△11.0 52,705
(56,300)

△10.9 63,094
(67,145)

△8.8
(△6.9)

建 設 業
3,885
(3,966)

△3.0 2,893
(2,957)

△30.5 4,802
(5,005)

19.2 2,054
(2,132)

△24.5 3,210
(3,374)

△17.4
(△14.9)

卸 ・ 小 売 業
11,407
(11,990)

△5.6 11,723
(12,437)

△22.8 12,920
(13,913)

△ 3.4 8,334
(8,882)

△20.7 10,235
(11,142)

△10.3
(△7.1)

不 動 産 業
3,581
(3,669)

△5.4 3,787
(3,833)

△32.4 6,279
(6,433)

△37.5 3,211
(3,244)

△ 3.6 3,380
(3,424)

△5.6
(△6.7)

運 輸 ・ 通 信 業
15,112
(15,718)

△5.5 10,433
(11,008)

△37.6 15,742
(16,513)

△14.6 10,176
(11,108)

0.9 11,451
(12,320)

△24.2
(△21.6)

電 気 業
5,926
(5,931)

△4.7 7,245
(7,252)

△ 7.5 9,106
(9,141)

△11.4 5,584
(5,592)

△17.0 5,742
(5,763)

△3.1
(△2.8)

サ ー ビ ス 業
27,721
(29,277)

15.8 28,451
(30,013)

4.8 26,359
(28,445)

△ 7.3 21,853
(23,820)

△10.0 27,521
(29,514)

△0.7
(0.8)

65,698
(69,450)

4.8 56,848
(59,421)

△16.3 70,779
(76,015)

△17.2 48,334
(51,654)

△10.1 54,521
(59,047)

△17.0
(△15.0)

17,280
(18,312)

4.5 14,774
(16,089)

△ 8.5 15,326
(16,728)

△10.7 12,766
(13,666)

△19.2 14,588
(15,591)

△15.6
(△14.9)

24,254
(24,672)

△11.7 25,238
(25,723)

△13.5 24,447
(25,105)

△19.3 17,014
(17,801)

△25.7 23,252
(24,059)

△4.1
(△2.5)

（注）１．増加率は対前年同期増加率である。

　　　２．設備投資の（　　）書きは、ソフトウェア投資額を含んだものである（平成13年7-9月期以降)。

13 14

製 造 業

非 製 造 業

7～9

増加率

資 本 金 別

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

△ 3.7

区　　　　分
4～61～37～9   10～12

△ 4.1

△ 6.0

△ 3.9

△ 0.8△ 2.0

△ 2.5 △ 2.0

△ 4.8

第４表　　設　備　投　資　の　推　移

（参考）　季節調整済前期比増加率（ソフトウェアを除く）

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

増加率
区　　　　分

1,000 万円 ～ 1 億円

全 産 業

△ 7.7

△ 2.0△ 3.1

△ 6.0

△ 9.1

△ 4.5

(％)
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(2) 在庫投資（第５表） 

 在庫投資額は△2兆7,244億円（前年同期△2兆6,675億円）となっ

た。 

 業種別に見ると、製造業の投資額は△1兆4,374億円（同△1兆7,433

億円）、非製造業の投資額は△1兆2,870億円（同△9,243億円）となっ

た。 

 また、在庫率は8.8％（同8.9％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

13 14

７～９ 増加率 10～12 増加率 １～３ 増加率 ４～６ ７～９

△ 26,675 * 65,400 △ 15.6 △145,136 * 31,619 △ 37.1 △ 27,244 *

製 品 ・ 商 品 △ 15,741 * 9,809 △ 37.4 △ 30,724 * 5,729 △ 66.0 △ 17,099 *

仕 掛 品 △ 6,134 △312.5 54,722 △ 3.4 △106,613 * 26,392 △ 12.8 △ 9,162 *

原 材 料 △ 4,800 △366.5 869 △ 83.2 △ 7,799 * △ 503 △115.9 △ 983 *

△ 17,433 * 6,528 △ 70.4 △ 38,841 * 14,435 △ 37.9 △ 14,374 *

△ 9,243 △716.3 58,872 6.2 △106,295 * 17,183 △ 36.4 △ 12,870 *

建 設 業 △ 427 △106.1 42,299 △ 2.4 △ 72,197 * 7,570 △ 53.0 △ 261 *

卸 ・ 小 売 業 △ 6,524 △1450．3 10,098 0.5 △ 12,686 * 3,744 △ 38.3 △ 3,485 *

不 動 産 業 54 * 63 * △ 7,849 * 1,411 * △ 6,583 △12,401.1

（注）１．増加率は対前年同期増加率である。なお、＊印は前年同期計数がマイナスのため算出できなかったものである。

　　　２．在庫率＝　 　　　　　　 ×100

　　　３．在庫投資＝調査対象期間中の棚卸資産増加額

8.89.6

区　　　　分

在 庫 率

非 製 造 業

製 造 業

8.9 9.3 8.0

第５表　　在 庫 投 資 と 在 庫 率 の 推 移

増加率増加率

全 産 業

棚卸資産(期末)
売上高×４
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３．資金事情（第６表） 

 受取手形・売掛金は190兆4,477億円（増加率△6.5％）、支払手形・

買掛金は155兆5,550億円（同△8.9％）となった。 

 短期借入金は194兆0,677億円（同3.8％）、長期借入金は251兆8,042

億円（同△6.0％）となった。 

 現金・預金は115兆4,666億円（同△4.7％）、有価証券は14兆4,916

億円（同△27.6％）となった。 

 また、手元流動性は10.8％（前年同期10.9％）となった。 

 

 

 

 

４．自己資本比率（第７表、第４図） 

 自己資本比率は26.8％（前年同期26.6％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：億円、％)

13 14

7～9 増加率 10～12 増加率 １～３ 増加率 4～6 7～9

受 取 手 形 ・ 売 掛金 2,037,898 △ 7.4 2,052,108 △ 9.9 2,102,848 △ 9.7 1,966,253 △ 7.9 1,904,477 △ 6.5

支 払 手 形 ・ 買 掛金 1,707,216 △ 6.8 1,748,659 △ 9.9 1,743,057 △ 10.4 1,617,460 △ 10.7 1,555,550 △ 8.9

短 期 借 入 金 1,868,743 △ 9.2 1,891,055 △ 1.7 1,850,213 △ 6.3 1,931,223 4.1 1,940,677 3.8

長 期 借 入 金 2,678,097 △ 0.5 2,774,911 △ 0.6 2,656,731 △ 1.9 2,626,524 △ 3.9 2,518,042 △ 6.0

現 金 ・ 預 金 1,211,711 △ 9.4 1,237,158 △ 6.8 1,258,209 △ 6.9 1,229,413 △ 1.8 1,154,666 △ 4.7

有 価 証 券 200,247 △ 8.4 158,841 △ 24.9 145,289 △ 26.6 147,575 △ 29.7 144,916 △ 27.6

手 元 流 動 性

（注）１．受取手形・売掛金、支払手形・買掛金、短期借入金、長期借入金、現金・預金、有価証券は期末残高である。

　　　２．有価証券は流動資産中の有価証券である。

　　　３．増加率は対前年同期増加率である。

　　　４．手元流動性＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

10.812.210.9 10.7 10.5

第６表　　資金関連項目の推移（全産業）

区　　　　分
増加率増加率

現金・預金＋有価証券(期首・期末平均)
売上高×４

(単位：％)
13 14
7～9 10～12 １～３ ４～６ 7～9

26.6   25.9   26.3   26.4   26.8   

10 億 円 以 上 33.2   32.7   32.6   32.8   33.9   

1 億 円 ～ 10 億 円 20.6   21.1   21.5   22.1   22.4   

1,000万円～1億円 20.5   19.2   20.0   19.8   19.3   

（注）自己資本比率＝　　　　　×100

全 産 業

資 本 金 別

区　　　　分

第７表　　自 己 資 本 比 率 の 推 移

自己資本
総資本
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第 １ 図  売 上 高 と 経 常 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

240

250

260

270

280

290

300

310

320

330

340

350

360

370

380

390

400

10 11 12 13 14

(兆円)

0

(年度)

(売　 上　 高)

4

4

5

5

6

6

7

7

8

8

9

9

10

10

11

11

12

12

13

13

14

10 11 12 13 14

0

(年度)

(兆円) (経 常 利 益)



－ 9 － 

第 ２ 図  対 前 年 同 期 増 加 率 
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第 ３ 図  設 備 投 資 と 在 庫 投 資 
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第 ４ 図  自 己 資 本 比 率 の 推 移 
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（参考） 
 
 

四半期別法人企業統計調査の季節調整方法について 
 
１．採用した季節調整法 
（ⅰ）法人企業統計の季節調整法 
米国商務省センサス局で開発している X-12-ARIMA（2002）（Version0.2.9）を用いて季節調整系列を作成しています。 

（ⅱ）RegARIMAモデルの選択 
X-12-ARIMA中の RegARIMAモデルにおける階差次数・季節階差次数はそれぞれ１に固定し、他の次数は２以下の範囲内で AIC（赤
池情報量基準）の最小化により定めています。 
（ⅲ）選択された RegARIMAモデル 
対象項目、業種ごとに右記のスペックを使用しています。 
変化点・異常値分析の結果、売上高と経常利益の非製造業については、

平成元年１-３月期、４-６月期および平成９年１-３月期を変化時点として
消費税効果をモデルに取り入れています。また、曜日効果については取り

入れていません。 
データ利用期間は昭和６０年４-６月期以降、先行き予測期間は４期（１
年分）です。 
  
２．季節調整を採用した対象項目 
（ⅰ）対象項目は売上高、経常利益、設備投資の３項目です。 
（ⅱ）業種については、全産業、製造業、非製造業の３系列とし、資本金規模はそれぞれ全規模のみとしています。 
   全産業については、製造業と非製造業の季節調整値の合計によっています。 
 
３．季節調整済前期比増加率の公表方法 
  毎四半期ごとに、新たなデータを追加して RegARIMA モデルによる推定を行い、当該調査期の季節調整済前期比増加率を公表します。
また、過去の季節調整済前期比増加率の改訂を、毎回の季報発表時に遡及して行います。 

  RegARIMA モデル 消費税効果 

 製 造 業 （２１１）（２１１） なし 
売 上 高

 非製造業 （１１１）（２１２） あり 

 製 造 業 （２１２）（２１１） なし 
経常利益

 非製造業 （１１０）（０１２） あり 

 製 造 業 （２１２）（０１２） なし 
設備投資

 非製造業 （２１２）（０１１） なし 






























